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［Abstract］    
Focusing on the provision especially for the revocation of nationality, in Thai Nationality Act designated for descen-
dants of aliens and naturalized citizens, this study clarified how such people have been treated as Thai citizens. The anal-
ysis of data published in official gazettes shows that there was only one case where the provision for the revocation of 
nationality was actually applied, and those descendants of aliens who acquired Thai nationality only via their birth in 
Thailand had been treated equally to those citizens who had a Thai father or mother. It was to promote national integra-
tion in Thailand. However, this was hardly the case for naturalized citizens. Although there have been cases where the 
nationality of descendants of aliens was revoked due to their residing in their parents' home countries for more than five 







































































































































1992年国籍法3号 1992 年国籍法 2 号より変更なし
2008年国籍法
　　1992 年国籍法 2 号に、下記の 2008 年国籍法 23 条が加えられた　注１）
（1） 革命団布告 337 号によって国籍取消や国籍取得不可能とされた者
（2） 1992 年改正国籍法 7 条 2 第 1 段落該当者とその子供
　　（共通で要される事項）住民登録、素行善良、社会貢献


















































































国籍法）が発布された（尾田 2016: 50-55）。同法は人権思想が国籍に結びついたものとされ（Patarin 
































































































































































































































































































































1966 1 1 9
1967 2
1968 1 1 168
1969 1 1 301
1970 1 1 1 1
1971 1










1975 2 2 2
1976 3 1 3 3
1977 1 2 53




1982 1 1 117




1987 40 2 4
1988
1989 15
1990 30 2 37 1

































1992 76 1 9 10
1993 10 5 1
1994 41 4 7
1995 14 2 2 2
1996 36 2 2
1997 80 4 1 6
1998 66 2 9
1999 1 1
2000 216 2 15
2001 2 3
2002 342 7 3 1 2 70
2003 46 6 12 1
2004 12 3 10 1
2005 93 2 3 2 3 10
2006 237 15 31
2007 289 38 97
2008年国籍法 該当する条項が、男性のみから男女へ、父系から父母両系へと、変更された
2008 64 22 1 13
2009 260 14 3
2010 167 1
2011 59 3 37 2
2012年国籍法 国籍喪失規定に改変無し
2012 75
2013 65 1 67
2014 1
2015 686 4
















































































































安全保障の潜在的脅威になるとの思想が強化された。」と論じている（Dahlin and Hironaka 







































































よる国籍喪失”より成る。“法律効果による国籍喪失”は国民立法議会（sapha nitibanyat heng 
chat）の決定に基づく。
2） 国民国家の構成員資格である国籍を複数有する者。
3）  「タイの国家安全保障」とは，①治安維持に反する行為（kankrathopkrathuean to khwammank-
hong）, ②国益に反する行為（kankhat to prayot khong rat）, ③国家と国民への侮辱行為（kankhat 
to kiat khong prathetthai, kanyiatyam to prathet chat）, ④ 国 へ の 危 険 な 行 為（anpenphai to 
khwamplotphai khong rat）, ⑤国民利益と公衆の幸福・発展に背く行為（kankhat to phonprayot 
khong chat khwamsukkasem lae khwamchareun heng satharanachon）が無い状態を維持する事で
あると定義する。本定義は，共産主義活動を行ったとして有罪判決を受け，それを機に 1973 年に国
籍取消になった者の取消事由が上記①②③である事による（タイ国官報仏歴 2516 年 5 月 29 日付第
タイ国籍法の国籍喪失規定を通してみる「外国人子孫」と「外国籍からの国籍変更者」の取り扱いについて
47
90 号 59 1645 頁）。そして，1952 年国籍法下にあった 1952 年から 1954 年の間に国籍取消になった
者達の官報には上記②③に加えて，上記④⑤の記載がある（例えば，タイ国官報仏歴 2496 年 10 月
28 日付第 70 号 68 特別 3 頁）。そのため，上記④⑤も本定義に含まれるものとする。但し，裁判所
や内務省が，如何なる行為が上記①～⑤に該当すると判断するのかは時代によって変化する事が考

















13） Patarin は引用元として Dahlin と Hironaka の研究を提示しているが，Dahlin と Hironaka の研究は
Spiro の研究に依拠している。Dahlin と Hironaka の研究はナショナル・アイデンティティに関する
ものであり，Spiro の研究は国際的な人的移動と法の関わりに関するものである。






18） “チャート”はネーションの意味（村嶋 1996: 190）。
19） 国籍は親から子に継承されるとする概念（山本 1984: 12-16）。父系の血統主義は，国籍は父から子に
継承されるとする概念。
20） 国内出生者は全て当該国国籍を有すとする概念（山本 1984: 12-16）。
21） 重国籍でも外国人登録証を取得しなければタイ国籍喪失にならず，事後的に外国籍を取得して重国
籍になるとタイ国籍喪失になるとする規定より理解される。





26） 1952 年国籍法 16 条は，読者の理解を容易にするために（i）～（iv）と箇条書きにしてある。
27） kankhatto khwamsangopriaproi lae shinratham andi khong prachachon
28） タイ国官報仏歴 2516 年 5 月 29 日付第 90 号 59 1645 頁。
29） 1952 年国籍法は帰化者の妻子に，1965 年国籍法はその未成年の子に国籍取得を認めた。 












37） ラッタニヨム政策による布告第 1 号に記載された。
38） タイ国官報仏歴 2545 年 4 月 12 日付第 119 号特別 34g 33 頁，及び仏歴 2548 年 12 月 2 日付第 122 号
特別 139g 60 頁。
39） kong amnuai kanraksa khwammankhong phainai
40） 2008 年国籍法以降，父又は母の国籍国へと改変。
41） 殆どは se（แซ่）で始まる姓や sing（ซิงห์）という姓であり，華僑子孫や印僑子孫と推測される。
42） タイ国官報仏歴 2559 年 2 月 25 日付第 133 号 16g 20 頁など。
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